
e-Tax（国税電子申告・納税システム）について

国 税 庁

資料５参考資料

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ただいまご紹介いただきました●●国税局（事務所）●●課の●●です。本日は、貴重なお時間をいただき、感謝申し上げます。私からは、e-Taxの概要と、地方団体の職員の皆様がe-Taxを利用する場合にご留意いただきたい事項を中心に説明させていただきます。



e-Taxの概要
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本人であることの証明(電子署名※)が必要
⇒ 電子証明書

インターネット

納税者

国税当局のメリット

e-Taxのメリット

税務署

○収受・入力事務の削減

○文書管理コストの低減

○添付書類の提出省略(保存義務有)
○確定申告期は24時間利用可能
○還付金が早期に受領
○事務の省力化・ペーパーレス化

○ e-Taxを活用すれば、税務署に出向くことなく、自宅等から①申告、申請等から②納税まで可能。

利用者

e-Tax

①申告、申請等

②納税（ダイレクト納付）

※電子署名は電子的な印鑑の様なもの

※ 税理士が代理送信する場合、 納税者本人の
電子署名を省略できます。

カードリーダ
ライタ

マイナンバー
カード

地方団体

①申告、申請等

②納税（共同収納）

デ
ー
タ
の
連
携

eLTAX

地方税当局のメリット

○収受・入力事務の削減

○文書管理コストの低減

○税務署送付コストの削減

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
１ページをご覧ください。e-Taxは、自宅やオフィスなどから、インターネットを利用して、国税関係の申告、申請・届出等及び納税の手続を行うことができるシステムです。e-Taxの意義は、「利用者の利便性の向上」と「税務行政の効率化」の２点です。「利用者の利便性の向上」 としては、納税者や税理士は、e-Taxを利用することにより、税務署や金融機関の窓口に出向くことなく、自宅などから手続を行うことが可能となり、手続の手間や負担などを軽減することができます。さらに、e-Tax対応の会計ソフトを使用すれば、日々の会計処理から申告・納税までを一連の操作で行うことができ、事務の省力化やペーパレス化を図ることができます。また、 「税務行政の効率化」としては、e-Taxで申告などが提出されることにより、収受、入力、編てつ、廃棄に係る事務が削減されるとともに、ペーパレス化による保管スペースの削減といった文書管理コストの低減などの効果があります。特に、e-Taxで提出された所得税申告書等については、決算書、明細書などを含む全てのデータを地方公共団体に送信していますので、国税当局だけではなく、地方団体の事務の効率化にも寄与しているところです。



e-Taxでできること

２

申告 ・所得税、法人税、消費税、酒税、印紙税及び贈与税に係る申告

申請/

届出等

・法定調書（合計表を含む）

・納税証明書の交付請求書

・青色申告の承認申請書

・事業年度を変更した場合等の届出書（異動届出書） など

納税
・全税目の納税（電子納税証明書の手数料納付を含む）

※ 加算税などの附帯税や税額の一部納付も可能

各種

お知らせ

・申告に関するお知らせ

・ダイレクト納付の利用者の方へのお知らせ

・振替納税のお知らせ

・ e-Taxを利用して還付申告を行われた方へのお知らせ など

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
２ページをご覧ください。現在利用できる手続を記載しています。e-Taxは、平成16年６月から全国運用を開始し、利用可能手続の拡大や受付時間の延長などの改善を行いながら、本年で運用開始から15年目となっております。当初は所得税と個人消費税申告だけでしたが、その後拡大し、現在は国税に関する手続を幅広くカバーしています。



３

e-Tax利用率の推移とこれまでの取組
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法人税申告

所得税申告

・e-Taxの利用開始届出手続のオンラ

イン化を開始（平成18年1月～）

（単位：％）

・ダイレクト納付の導入（平成21年9月～）

・医療費の領収書、給与所得の源泉徴収票等の添付省略（平成20年1月～）

・来署型電子申告の電子署名が省略（平成20年1月～）

・電子証明書特別控除（最高5,000円）の創設（平成19年分～平成24年分まで）

・平日の受付時間を24時まで延長（平成25年8月～）

・添付書類のイメージデータ化（法人税法等）（平成28年4月～）

・e-Taxデータ変換プログラムの提供（平成28年4月～）

・受付日を最終土曜・日曜に拡大（５・８・11月）（平成28年5月～）

・添付書類のイメージデータ化（所得税法等）（平成29年1月～）

・マイナポータルとの連携（平成29年１月～）

・還付処理期間の短縮（平成18年11月～）

・税理士が代理で送信する場合には、本人の電子署名が省略可能（平成19年1月～）

・所得税確定申告時期において、e-Taxの24時間受付（平成19年2月～）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
３ページをご覧ください。折れ線グラフは、e-Taxのスタートから現在までの、14年間の「所得税申告」、「法人税申告」の利用率の推移です。ご覧のとおり、最初の3年間はかなり苦戦しました。何とかe-Taxを利用していただこうと色々取り組んできた施策を、青色の囲みの中に記載しております。その結果、平成29年度の利用率は、所得税申告が約55％、法人税申告が80％となっております。このように、e-Taxの普及が着実に進んでいることがお分かりいただけると思います。所得税申告等につきましては、公的個人認証であるマイナンバーカードの普及割合に左右される手続であります。マイナンバーカードの普及がe-Tax及びeLTAXの利用割合を押し上げ、更には、行政の効率化にもつながると考えていますので、各地方公共団体におかれましてもマイナンバーカードの普及に取り組んでいただくとともに、 e-Tax及びeLTAXの利用勧奨や広報等の取組にご尽力いただければ幸いに存じます。



地方団体及び職員の皆様のe-Tax利用

地方団体のe-Tax利用について

・ 特別会計に係る消費税申告

(平成32（2020）年４月１日以後開始課税期間分はe-Tax義務化）

・ 給与所得の源泉徴収票などの支払調書等の提出

（平成33（2021）年１月以降提出分から電子的提出義務の適用枚数の引き下げ）

・ 所得税徴収高計算書の提出及び納付

職員の皆様のe-Tax利用について

・ 所得税申告

・ 納税証明書の交付請求

・ 贈与税申告 など
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
４ページをご覧ください。続いては、地方公共団体と職員の皆様のe-Tax利用についてのお願いです。まず、地方公共団体のe-Taｘ利用についてです。特別会計に係る消費税申告や給与所得の源泉徴収票などの支払調書等の提出、源泉所得税に係る徴収高計算書などの提出や納税をされる場合に、e-Taxの利用を是非お願いします。平成30年度税制改正において、課税当局としての地方団体ではなく、事業者としての地方団体として影響が大きいと思われる２つの改正が行われました。一つ目に「地方公共団体の特別会計に係る消費税等のe-Tax義務化」、二つ目に「支払調書等の電子的提出義務」です。これらについては次頁以降でご説明させていただきます。また、地方公共団体の職員の皆様が、医療費控除などを受けるための所得税申告書などを提出する場合にも、是非e-Taxをご利用いただきますようお願いします。　
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地方公共団体の消費税等申告のe-Tax義務化

平成３０年度税制改正により「電子情報処理組織による申告の特例」が創設され、地方公
共団体の特別会計に係る消費税等の申告は、e-Taxにより提出しなければならないこととさ
れました（申告義務がある地方公共団体の特別会計全てが、e-Tax義務化の対象） 。

地方公共団体の特別会計に係る消費税等のe-Tax義務化

消費税及び地方消費税

対象税目

申告書及び添付書類の全て

対象書類

確定申告書、中間申告書、仮決算の中間申告書、修正申告書及び還付申告書

対象手続

平成32（2020）年４月１日以後に開始する課税期間から適用

適用日

適用日以降の課税期間において、消費税等申告書を書面で提出した場合、その申告書は無効な
ものとして取り扱われることとなり、無申告加算税の対象となります。なお、法定申告期限までに書面
により申告書を提出した後、法定申告期限後にe-Taxにより提出した場合でも同様です。
☞詳しくは、e－Taxホームページ（http://www.e-tax.nta.go.jp）をご覧ください。

注意事項

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
５ページをご覧ください。まず、１つ目の税制改正は、消費税等のe-Tax義務化です。地方公共団体においては、上下水道会計などの特別会計について、その特別会計における基準期間の課税売上高が１千万円を超えるなどの場合には、消費税等の申告義務があり、これまで消費税等の申告をしていただいております。平成30年度税制改正により、地方公共団体の消費税等の申告方法をe-Taxに限定するという改正が行われ、平成32（2020）年４月１日以後に開始する課税期間について申告義務がある地方公共団体は、添付書類を含む全ての書類がe-Tax義務化の対象となりますので、御注意いただきますようお願いいたします。仮に、平成32(2020)年４月１日以後開始する課税期間の消費税等の申告を書面により行った場合には、提出された書面の申告書は無効なものと取扱われるため、e-Taxにより申告書を提出し直す必要があります。その際、e-Taxによる申告が申告期限後になされた場合、当初書面で申告期限内に申告していたとしても、期限後申告として取扱われ、無申告加算税の対象となりますので、確実にe-Taxによる申告を申告期限内にするようお願いします。　

http://www.e-tax.nta.go.jp/
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支払調書等の電子的提出義務

＜イメージ図＞

支払調書の種類ごと(※)に、前々年の提出すべきであった当該支払調書の枚数が100枚以上（現行：1,000枚
以上）である支払調書については、平成33年（2021年)１月１日以降、e-Tax又は光ディスク等による提出が必
要となります。
※ 支払調書の種類ごとにe-Tax又は光ディスク等による提出義務を判定します。

改正の内容

○ 支払調書の光ディスク等による提出については、国税庁ホームページの「税の情報・手続・用
紙」⇒「申告手続・用紙」⇒「法定調書等の光ディスク等による提出のご案内」をご覧ください。

○ e-Tax又は光ディスク等による法定調書の提出が義務付けられていない方が光ディスク等により
法定調書を提出する場合には、税務署への事前の申請と税務署からの承認が必要です。

又は

≪支払調書の提出方法≫

義務化 義務化

平成31年
平成32年
（2020年）

平成33年
（2021年）

平成34年
（2022年）

（基準年：平成31年） （基準年：平成32（2020）年）

光ディスク等 光ディスク等

給与所得の
源泉徴収票

130枚

給与所得の
源泉徴収票

110枚

又は

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
６ページをご覧ください。２つ目は、支払調書等の電子的提出義務化の適用枚数の引き下げです。これまで、支払調書等の電子的提出義務の判定基準は、前々年の提出枚数が1,000枚以上であった場合とされていたところです。平成30年度税制改正により、平成33（2021）年１月１日以降提出分から、この判定基準が1,000枚から100枚に変更となり、これまで電子的提出義務の対象外であった地方公共団体においても提出義務が課される対象が増加することとなります。電子的提出義務の判定は支払調書ごとに前々年の提出枚数で判断することとなりますので、図にありますように平成33年の前々年となる平成31年の支払調書の提出時には適切に枚数を把握いただく必要があります。源泉徴収票で考えると、各都道府県においては確実に電子的提出義務の対象となり、ある程度の規模の市町村においても電子的提出義務の対象となると考えています。　なお、「e-Tax」の義務化ではなく、「電子的提出」の義務化であることに御注意ください。先ほどご説明した消費税等の電子申告義務化は、e-Taxでの送信が義務付けられていますが、支払調書については、ｅ-Ｔａｘでの提出のほか光ディスク等での提出も認められています。



給与・公的年金等の支払報告書及び源泉徴収票の
eLTAXでの一括作成・提出（電子的提出一元化）
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・ 印刷、押印、封入作業の事務負担の削減
・ 市区町村ごとの仕分け作業が不要
・ 封入誤りなどの「リスク」が軽減
・ 送付料金や送付作業を削減
・ 資料保管場所の削減

・ 窓口収受事務（開封など）の削減

・ 入力コストの削減

・ 入力ミスによる課税誤りの防止

・ 資料保管場所の削減

地方税当局のメリット利用者のメリット

給与支払
報告書

給与支払
報告書

給与支払
報告書

源泉徴収票

事業者

市町村Ａ 市町村Ｂ 市町村Ｃ 税務署

eLTAXを利用しない場合

記載内容がほぼ
同一である給与・公
的年金等の支払報
告書と源泉徴収票
を市町村と税務署
にそれぞれ提出

市町村Ａ 市町村Ｂ 市町村Ｃ 税務署

事業者

ｅＬＴＡＸ

給与支払

報告書
給与支払
報告書

給与支払
報告書

源泉徴収票

給与支払報告
書・源泉徴収票

オンラインで
eLTAX に 送 信
すれば、必要な
提出先にそれぞ
れ提出

eLTAXを利用すれば・・・

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
７ページをご覧ください。平成29年１月から、eLTAXを利用して給与や公的年金等の支払報告書を作成する際、税務署に提出が必要な源泉徴収票のe-Tax用のデータも同時に作成し、eLTAXに一括して送信することで支払報告書は各市区町村に、源泉徴収票は税務署にそれぞれ提出することが可能となりました。これにより、特別徴収義務者の事務負担が軽減されるほか、eLTAXの普及により地方団体における事務の効率化を図ることができます。また、給与支払報告書の提出漏れが減少することも期待されますので、是非この機能をご活用いただきますようお願いします。なお、具体的な作成・提出方法につきましては、このあと地方税電子化協議会様から説明がございますのでご確認いただければと思います。
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消費税等申告書及び法定調書等の
e-Taxによる作成マニュアル

【 e-Taxホームページ 】

クリック

分かりやすい操作マニュアルを御用意しました。

平成30年７月
国 税 庁

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
８ページをご覧ください。　e-Taxホームページに、消費税等申告書及び法定調書等をe-Taxで作成・送信するための地方公共団体向けの操作マニュアルを掲載しています。e-Taxホームページの中ほど右にあります、「地方公共団体用マニュアル」のバナーをクリックいただきますと、「消費税等申告書及び法定調書等のe-Taxによる作成マニュアル（地方公共団体向け）」をダウンロードできます。およそ、120ページのマニュアルとなっていますが、画面ごとに解説を付したものですので、画面に従って操作方法を一つ一つ確認しながら作業を進めることができると思います。是非御活用いただきますようお願いします。（おわりに）繰り返しになりますが、e-Tax、eLTAX双方の利用拡大は、利用者のみならず、国と地方団体の事務の効率化のためにも、重要なものです。今後とも、国と地方団体が連携してe-Tax及びeLTAXの利用勧奨や広報などに取り組み、より一層の普及・定着が図られますよう、ご協力をよろしくお願いします。では、質問等ございましたら、よろしくお願いします。
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